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無線 LANアクセスポイント（AP）間，及び AP-クライアント端末間の
電波伝搬損失を測定するための屋内構造が異なる事務所環境における

実験的検討 
－勧告 ITU-R P.1238を補完するための CAP3702I(シスコシステムズ社製の AP)を 

用いた電波伝搬損失の推定式の導出－ 
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あらまし  屋内構造が異なる 2 つの事務所環境で日常的に運用している無線 LAN の複数のアクセスポイント

(AP)で受信された受信電力データを用いて 5GHz帯の見通しがある(LOS)状況における電波伝搬損失を測定し，屋内
事務所環境の天井面（無線 LANクライアント端末(CL)から見える面）に設置された AP間，及び，AP-CL間の電波
伝搬損失の推定式を，屋内構造の違いを考慮して，実験的に導出した．本推定式は，屋内における APと CL間の電
波伝搬損失距離特性の推定式を記述した勧告 ITU-R P.1238を補完することになり，各 AP間の連携・協調の検討や，
複数 AP間の幹線を無線中継して接続する方法の回線設計，AP-CL間の回線設計，APにおける受信電力を利活用し
た CL位置推定の改善検討等に有用な知見となる． 
キーワード  勧告 ITU-R P.1238, 無線 LAN, 伝搬損失，屋内構造，LOS，5GHz帯 

 

Experimental Study to Measure Radio Path Loss between Wireless 
LAN(WLAN) Access Point(AP)s and between an AP and a WLAN Client 
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between the AP and the CL from Data Measured by Using WLAN AP Cisco 
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Abstract  By using experimental data of power level received by wireless LAN(WLAN) access point(AP)s that are Cisco 

CAP3702I operated in indoor offices with different building structure, we derived empirical formulas of radio path loss between 
APs and between an AP and a WLAN client terminal(CL) on line of sight in 5GHz band that are considering the different 
building structure in indoor offices. The empirical formulas can supplement the prediction method of indoor radiowave 
propagation Recommendation ITU-R P.1238. They are useful for a study of cooperation between APs, for designing a radio relay 
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link between APs, for designing a radio link between the AP and the CL and for improving on estimating the most probable 
location of the CL based on using power level received by WLAN APs. 

Keyword  Recommendation ITU-R P.1238，Wireless LAN，Radio path loss，indoor offices, building structure，line of 
sight，5GHz band 
 
1. はじめに  
本稿は，文献 [1]における筆者らの検討をさらに発展

させた検討結果について述べている．文献 [1]における
検討では，屋内事務所環境で日常的に運用している無

線 LAN の複数のアクセスポイント（親局，以下 AP と
記載する）間で受信された受信電力データを用いて電

波伝搬損失を測定し，屋内事務所環境の天井面（子局

である無線 LAN クライアント端末（以下 CL と記載す
る）から見える面）に設置された AP 間における電波
伝搬損失距離特性の推定式を実験的に導出した．その

導出した推定式は，屋内における AP と CL 間の電波
伝搬損失距離特性の推定式を記述した勧告 ITU-R 
P.1238[2],[3]を補完することになり，各 AP 間の連携・
協調の検討や，複数 AP 間の幹線を無線中継して接続
する方法の回線設計に有用な知見となった．  
その後，文献 [1]で実験的に導出した推定式の汎用性

をより高める検討のために，筆者らは，文献 [1]の実験
場所の環境とは屋内構造が異なる別の事務所環境にお

いても，日常的に運用している無線 LAN システムを

用いて，5GHz 帯の見通しがある (LOS)状況における電
波伝搬状況を把握する実験を実施し，新たな実験デー

タを取得した．ここに，屋内構造が異なる 2 つの事務
所環境で測定された実験データ（AP で受信された受信
電力データ）を解析できることになった．  
本稿では，屋内構造が異なる 2 つの事務所環境で測

定された 5GHz 帯の見通しがある (LOS)状況における
実験データを解析することによって，屋内事務所環境

の天井面（CL から見える面）に設置された AP 間，及
び，AP-CL 間の電波伝搬損失の推定式を，屋内構造の
違いを考慮して，実験的に導出する検討を述べる . 
第 2 章では，屋内構造が異なる事務所環境における

AP 間の電波伝搬損失測定の実験について述べ，その結
果に基づいて屋内構造の違いを考慮した天井面（CL か
ら見える面）に設置された AP 間の電波伝搬損失の推
定式を導出し，考察する．第 3 章では，屋内構造が異
なる事務所環境における AP と CL 間の電波伝搬損失
測定の実験について述べ，その結果に基づいて屋内構

造の違いを考慮した AP-CL 間の電波伝搬損失の推定
式を導出し，考察する．  
 

2. 実験１：屋内構造が異なる事務所環境におけ

る AP 間の電波伝搬損失測定  
2.1. 実験目的  
屋内事務所環境の天井面（CL から見える面）に設置

された AP 間に見通しがある (LOS)状況における 5GHz
帯の電波伝搬損失の推定式を実験的に導出する．その

際に，屋内構造の違いが影響するか否かを把握し，も

しも，影響ありならば，屋内構造の違いを考慮した電

波伝搬損失の推定式を実験的に導出する．  

2.2. 実験場所の環境  
本実験は屋内事務所環境で日常的に運用している

無線 LANの複数の AP間で測定された 5GHz帯の受信電

力データを用いており，特別な実験環境を新たに構築

はしていない．屋内構造が異なる 2つの事務所環境は

次のとおりである． 

（１） 事務所 1 の環境 [1] 
図 1に，事務所 1の環境をフロアの平面概要図とし

て示す．建物中央の共用部（廊下，エレベータ等）を

除いた北及び東西の 3方向にコの字型の無柱のフロア

が広がっており，そのフロア全面を無線 LANサービス

エリアとするために 21個の AP（2.4GHz帯と 5GHz帯

の両方の無線 LANに対応，アンテナ内蔵タイプ）が天

井面(CLから見える面)に設置されている．フロア内は，

少人数用の会議室が一部に存在する他は，大半のエリ

アは机と椅子の座席列と物品保管用キャビネットが展

開されている． 

図 2には，事務所 1の環境をフロアの立面概要図と

して示す．APは CLから見える側の天井面に設置され

ており，各 APと CL間，また，各 AP間の見通しは，大

半のエリアにおいて良好である．天井の材質は石膏ボ

ードである．床面にはカーペットが敷かれている．屋

内と屋外の境界は，床から天井まで 1枚ガラスのフル

ハイト窓が 2重になっており，かつ 2重のフルハイト

窓の中間内部に電動ブラインドが存在する．外壁側窓

ガラスは銀を 2層コーティングした高性能 Low-Eガラ

ス（高性能遮熱断熱ガラス）とのことであるが，電波

に対する周波数特性は不明である．なお，電動ブライ

ンドは，実験中は，屋外の風景が概ね見える程度に開

いていた． 

（２） 事務所 2 の環境  
図 3に，事務所 2の環境をフロアの平面概要図とし

て示す．建物の北側と南側に無柱のエリアが広がり，

中央エリアは打合せコーナとなっている．そのフロア

全面を無線 LANサービスエリアとするために 9個の AP
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（事務所 1に設置されているのと同じ機種）が天井面 

(CLから見える面)に設置されている．フロア内は，

少人数用の会議室が一部に存在する他は，大半のエリ

アは机と椅子の座席列と物品保管用キャビネットが展

開されている． 

図 4には，事務所 2の環境をフロアの立面概要図と

して示す．APは CLから見える側の天井面に設置され

ており，各 APと CL間，また，各 AP間の見通しは，大

半のエリアにおいて良好である．天井の材質は石膏ボ 

 

 

図 1 事務所 1 の実験場所の環境（フロアの平
面概要図）  
●：送信用 AP 
▲：送信用かつ受信電力測定用 AP 

 
 

 

図 2 事務所 1 の実験場所の環境（フロアの立
面概要図）  

ードである．床面にはカーペットが敷かれている．屋

内と屋外の境界になる窓ガラスの電波に対する周波数

特性は不明である．ブラインドは，実験中は，屋外の

風景が概ね見える程度に開いていた．なお，図 3に示

した木製仕切り 1（北側エリアと中央エリアの境界，

及び，南側エリアと中央エリアの境界）の床面からの

高さは 1.61mであるので，天井と木製仕切り 1の間に

ある 0.9mの空間は見通しありの状況となっている．

また，同図に示した木製仕切り 2（東側エリアと中央

エリアの境界）の床面からの高さは 1.91mであるので，

天井と木製仕切り 2の間にある 0.6mの空間は見通し

ありの状況となっている．  

 

 

図 3 事務所 2 の実験場所の環境（フロアの平
面概要図）  

▲：送信用かつ受信電力測定用 AP 
 

 

 

図 4 事務所 2 の実験場所の環境（フロアの立
面概要図）  
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2.3. 実験方法  
（１） 実験システムの構成  
図 1 に示された事務所 1 で運用されている 21 個の

AP(シスコシステムズ社製の CAP3702I)と図 3 に示さ
れた事務所 2 で運用されている 9 個の AP（同社製の
CAP3702I）は，各事務所の上下階に設置された他 AP
と共に無線 LAN コントローラ（同社製の CT5508）で
集中的に制御運用管理され，また RRM(Radio Resource 
Management)[4],[5]も動作している．さらに各種運用管
理情報を把握しやすくするための運用管理表示装置

（同社製の PI）も稼働している．  
上述の RRM とは，無線 LAN コントローラに具備す

る機能である．無線 LAN コントローラでは，自ら運用
する無線 LAN の複数の AP の電波と，周囲から到来す
る別の無線 LAN の複数の AP の電波を検知すること
で，極力，無線 LAN 同士の電波干渉を回避するように
自ら運用する無線 LANの各 AP の周波数チャネルと送
信電力を自動的に制御する機能（RRM）を活用する．
この RRM は，現行の IEEE802.11 規約の中での各メー
カの創意工夫の成果の機能実装であるが，基本動作は，

各 AP における電波系の状況を無線 LANコントローラ
にて実時間で把握し，自ら運用する無線 LAN の各 AP
間をうまく連携・協調させていると理解できる．  

RRM の動作の基本として [4]，各 AP は，お互いの AP
間の電波伝搬状況を 60 秒間ごとに監視している．具
体的には，各 AP はその運用する周波数チャネルにお
いて，最低の伝送速度と最大の送信電力でマルチキャ

ストアドレス（01:0B:85:00:00:00）宛てに，各 AP の情
報をネイバーメッセージとして送信する．さらに，各

AP は通常のデータ通信に影響を与えないように配慮
しながら運用可能な他の周波数チャネルもスキャニン

グして受信する．従って，ある AP において，他の複
数の AP から送信されたネイバーメッセージの電波を
受信できる電波伝搬状況では，その受信電力データを，

運用管理表示装置や無線 LAN コントローラから測定

できる．  
（２）測定諸元  
表 1 に実験 1 での測定諸元を示す．実験で利用し

た AP であるシスコシステムズ社製の CAP3702I は，
AP の筐体内にアンテナを内蔵したタイプである．  
実験 1 の視点は 5GHz 帯で LOS 状況にある各 AP 間

の電波伝搬状況の把握であるので水平方向の AP のア
ンテナ利得値を必要とする．文献 [6]に記載された
CAP3702I の内蔵アンテナの放射パターンによると，
AP を天井面に設置した場合は，その内蔵アンテナは
水平面内は概ね無指向性であり，垂直面内は主ビーム

が床面方向にややチルトしていることがわかる．従っ

て，公表されているアンテナ利得に対して垂直面内の

放射パターンを考慮して，水平の他 AP 方向の AP の
アンテナ利得値を算出した．  
なお，CAP3702I は，4 本アンテナによる最大比合

成ダイバーシチ受信が動作しているので，本実験で測

定した受信電力は，4 本アンテナによる最大比合成ダ
イバーシチ受信による値であることは認識しておく必

要がある [7]．また，シスコシステムズ社の公開資料
には詳細な記述を発見できていないが，これまでの各

種の知見から本実験で測定した受信電力は，20MHz
幅伝送時の平均値であると理解して実験を遂行した．

（３）受信電力測定用の AP 
 図 1 に示された事務所 1 で運用されている 21 個の
すべての AP は，ネイバーメッセージの電波を 5GHz
帯で送信しているが，▲印で示された 9 個の AP を，
他 AP が送信する電波の受信電力測定用の AP に選定
した．▲印の受信電力測定用の AP は，コの字型のエ
リアのうち，東側の南北方向のエリアと，東西方向の

エリアに存在する．  
図 3 に示された事務所 2 で運用されている▲印で

示された 9 個のすべての AP は，ネイバーメッセージ
の電波を 5GHz 帯で送信するとともに，その 9 個の
AP を他 AP が送信する電波の受信電力測定用の AP に
選定した．  
そして，今回の実験では，各 AP 間が LOS 状況に

ある場合についてデータ解析を実施した．  
 

 
表 1 実験 1 での測定諸元   
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（４）各 AP 間の電波伝搬による受信電力の測定手順  
事務所 1 と事務所 2 の各々において，5GHz 帯の電

波を利用して，次の測定手順を実施した．  
(Step1)受信電力測定用の AP を 1 つ選定する．  
(Step2)事務所 1 の場合：運用管理表示装置におい
て，選定した AP に到来している他 AP からの電波の
受信電力と周波数チャネル番号を Graphical User 
Interface(GUI)画面からコピーして記録する．  
事務所 2 の場合：無線 LAN コントローラにおい

て，選定した AP に到来している他 AP からの電波の
受信電力と周波数チャネル番号を Command Line 
Interface(CLI)コマンド "show ap auto-rf 802.11a 選定し
た AP の名称 "[8]に対する応答結果の項目 Nearby APs
を使って記録する．  
(Step3)別の受信電力測定用の AP を 1 つ選定する（受
信電力測定用のすべての AP で測定済みであれば，測
定を終了する）．  
(Step4)上記 (Step2)を実施する．  
なお，上記 (Step2)において事務所 1 の実験時と事

務所 2 の実験時で測定データの記録方法が異なるが，
同じ測定結果が得られるので不都合はない．事務所 1
の実験の後に CLI コマンドを利用したほうが使い勝
手が良いことを認識し，その後の事務所 2 の実験では
CLI コマンドを利用した記録方法に変更した．  

2.4. 屋内の電波伝搬損失の距離に対する減衰係
数𝑵及び定数𝑪を実験データと測定諸元で表
す式  
勧告 ITU-R P.1238 における屋内の電波伝搬損失距離

特性𝐿௧௧  (dB)の推定式 [2],[3]は，本実験環境のように
送受信点間を結ぶ電波伝搬路上に床・天井・壁等によ

る完全な遮へいがない場合，式 (1)で表される．  𝐿௧௧ = 20logଵ𝑓+ 𝑁logଵ𝑑+ 𝐶                (1)    ここで，   

ｄ：送受信点間距離 (m)，但しｄ＞1m 𝑁：送受信点間距離に対する減衰係数   

  (例 ) 5200MHz で，事務所環境では， 31N  𝑓：送受信周波数 (MHz)  𝐶：定数．𝐶= −28 dB  
 
なお，勧告 ITU-R P.1238 の記述を読み込むと ,上記の𝑁と𝐶の値は AP と CL 間の電波伝搬状況の推定向けで

あると理解できる．この状況は，一般的には，屋内に

おいて，AP が天井面等の高い場所に設置され，CL は
机の高さ等，人の身長以下の高さに存在する状況と理

解できる．  
 実験 1 において，ある AP が送信する電波を別の AP
で受信する場合に，その別の AP における受信電力

𝑃(dBm)は，式 (2) で表される．  𝑃 = 𝑃௧ + 𝐺௧ −𝐿 + 𝐺𝑟            (2) 
ここで，   𝑃௧：ある AP の送信電力 (dBm) 𝐺௧：ある AP の送信アンテナ利得（受信用の別の AP 

方向） (dBi) 𝐿：ある AP と別の AP 間の伝搬損失 (dB) 𝐺：別の AP の受信アンテナ利得（送信用のある AP 

方向） (dBi)  
 
式 (2)から，本実験における Laa は，式 (3)で表される． 𝐿 = 𝑃௧ + 𝐺௧ + 𝐺 −𝑃           (3)  
   
式 (3)の右辺は実験での測定諸元と測定された実験

データから計算可能である．ここで，式 (3)=式 (1)とす
ると，式 (4)へ変形できるので，本実験環境における𝑁
と𝐶が計算可能となる．   𝑁logଵ𝑑 + 𝐶= 𝑃௧ + 𝐺௧ + 𝐺 −𝑃− 20 logଵ𝑓           (4) 
2.5. （実験結果 1-1）実験データと測定諸元から計
算した屋内の天井面（CL から見える面）に設置
された AP 間の電波伝搬損失の距離に対する
減衰係数𝑵と定数𝑪 
各 AP 間の電波伝搬によって測定された受信電力の

実験データ数は，事務所 1 の環境では 52（送受信点間

距離ｄの範囲は，9.7m から 58.5m）に，事務所 2 の環
境では 28（同ｄの範囲は，6.7m から 26.4m）になり，
合計 80 のデータ数となった．この合計 80 の実験デー

タを式 (4)の右辺に代入し，式 (4)の左辺の logଵ𝑑につい
ての一次式で回帰すると，𝑁＝40.201，及び𝐶=－49.805
となった．また，決定係数 [9]は 0.733 に、AIC（Akaike 
Information Criterion, 赤 池 情 報 量 基 準 ）

[1],[10],[11],[12]は 514.48 となった．  
ここで，実験データの測定値と，式 (4)の左辺にこれ

ら  𝑁と𝐶を代入して計算した推定値との差である残差
（＝測定値－推定値）の実験結果を図 5 に示す．図 5
の縦軸は残差，横軸は実験データの番号である．横軸

は，番号 1 から 28 までの×印が事務所 2 の環境にお
ける残差であり，番号 29 から 80 までの○印が事務所
1 の環境における残差である．合計 80 の実験データに
ついて回帰しているので，当然に，合計 80 の実験デー
タ数の全体としては，残差は 0dB を中心とした大小に
分散していることがわかる．しかしながら，×印で示

した事務所 2 の環境（実験データ数 28）における残差
の平均値と，○印で示した事務所 1 の環境（実験デー
タ数 52）における残差の平均値では，約 8dB の差があ  
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図 5 実験 1 での残差（＝測定値－推定値）．

測定値は 5GHz 帯，AP 間が LOS 状況の場合，
推定値は式 (4)の左辺の推定式から計算の場合  

 
ることもわかる．従って，式 (4)の左辺の推定式では，
事務所 1 と同 2 の各環境の違いを適切に表現できてい
ないと理解できる．  

2.6. （考察 1-1）屋内構造の違いを考慮した式 (4)の
左辺の新たな推定式  
図 5 の残差の実験結果から，式 (4)の左辺の推定式で

は，事務所 1 と同 2 の各環境の違いを適切に表現でき
ていないと理解できた．式 (4)の左辺の推定式は，電波

が伝搬する送受信点間距離ｄについての説明変数logଵ𝑑が 1 つの単回帰モデルであり，事務所 1 と同 2
の各環境の違いが表現されてはいない．そこで，電波

伝搬に関係するだろう事務所 1 と同 2 の各環境の違い
を，別途の説明変数として追加表現することを試み，

式 (4)の左辺を説明変数を 2つもった重回帰モデルへ変
更してみる．  
 図 1, 2, 3,及び 4 を見ると，電波伝搬に関係するだろ
う事務所 1 と同 2 の各環境の違いは，電波伝搬する空
間の違い，つまり，屋内構造の違いにあると考えられ

る．屋内構造の違いも，いろいろなとらえ方があると

考えられるが，ここでは，極力単純であり，汎用性が

ある（例えば，新たな拠点であっても情報が入手しや

すい）と考えられる天井面と床面の間の距離（ℎと呼
称する）に着目することで，屋内構造の違いを表現す

る．なお，図 2 から事務所 1 においてはℎ＝2.95m で
あり，図 4 から事務所 2 においてはℎ＝2.51m であ
る．また，事務所 1 と同 2 のℎの差＝0.44m は，5GHz
帯の無線 LAN の波長に対して約 8 倍の長さである．  
 説明変数を 2つもった重回帰モデルへ変更した式 (4) 

の左辺を，次のように定義する．送受信点間距離ｄに  

 

図 6 実験 1 での残差（＝測定値－推定値）．  
測定値は 5GHz 帯，AP 間が LOS 状況の場合，
推定値は式 (5)の右辺の推定式から計算の場合  
 
対する減衰係数𝑁を新たに𝑁1と表記し，天井面と床面
の間の距離ℎに対する係数を𝑁2と表記すると，  

変更した式(4)の左辺  
＝𝑁1 logଵ𝑑+ 𝑁2 logଵ ℎ + 𝐶    (5)    

となる．  
 なお，ℎもｄと同じく単位が mの距離であるので，
式 (1)にならって，ℎも 10 を底とする対数の形で説明
変数として表現して式 (5)の重回帰モデルに採用した． 
 式 (4)の右辺は実験での測定諸元と測定された実験
データから計算可能であるので，これと式 (5)に対して
重回帰分析を実施することによって，実験 1 の環境に
おける𝑁1, 𝑁2, 及び𝐶が計算可能となる．  

2.7. （実験結果 1-2）屋内構造の違いを考慮した実
験データ（天井面（CL から見える面）に設置さ
れた AP 間の電波伝搬データ）の解析  

2.5 節のデータ解析で利用した同じ実験データ（事
務所 1 と同 2 の環境で測定された合計 80 の実験デー
タ）を式 (4)の右辺に代入し，これと式 (5)に対して重回
帰分析を実施し，𝑁1＝30.941, 𝑁2＝147.168, 及び𝐶＝－
103.514 となった．また，決定係数は 0.886 であり，2.5
節で述べた式 (4)の左辺で単回帰した決定係数 0.733 よ
り大きくなった．さらに，AIC は 448.314 であり，2.5
節で述べた式 (4)の左辺で単回帰した AIC=514.48 より
小さくなった．この決定係数と AIC の状況からは，説
明変数が 1 つの式 (4)の左辺の単回帰モデルより，説明
変数が 2つの式 (5)の右辺の重回帰モデルのほうが実験
データを適切に表現していると理解できる．  
 ここで，実験データの測定値と，式 (5)の右辺にこれ
ら𝑁1, 𝑁2, 及び𝐶を代入して計算した推定値との差で
ある残差（＝測定値－推定値）の実験結果を図 6 に示
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す．図 5 と同様に，図 6 の縦軸は残差，横軸は実験デ
ータの番号である．横軸は，番号 1 から 28 までの×印
が事務所 2 の環境における残差であり，番号 29 から
80 までの○印が事務所 1 の環境における残差である． 
 合計 80 の実験データについて重回帰しているので，
当然に，合計 80 の実験データ数の全体としては，残差
は 0dBを中心とした大小に分散していることがわかる．
また，図 5 とは異なり，図 6 では，×印で示した事務
所 2の環境（実験データ数 28）における残差の中心と，
○印で示した事務所 1 の環境（実験データ数 52）にお
ける残差の中心では，差がないこともわかる．そして，

×印のデータ番号 1 から 28 までの残差の平均値も，
○印のデータ番号 29 から 80 までの残差の平均値も，
各々0dB となっていることを別途確認した．  
 従って，天井面と床面の間の距離に着目することで，

屋内構造の違いを表現した式 (5)の重回帰モデルは，事
務所 1 と同 2 の環境で測定された天井面（CL から見
える面）に設置された AP 間の電波伝搬における実験
データを適切に表現できることがわかった．  

2.8. （考察 1-2）屋内構造の違いを考慮した天井面
（CL から見える面）に設置された AP 間の電波
伝搬損失の推定式  

（１）2.7.節の実験結果から，式 (5)の重回帰モデルは，
屋内構造の違いを考慮した電波伝搬損失を推定するこ

とに貢献すると理解できる．  
 式 (5)の右辺の回帰された係数（𝑁1と𝑁2），及び定数
（𝐶）の桁数を勧告 ITU-R P.1238 に合わせ，周波数項
も考慮すると，屋内事務所環境の天井面（CL から見え
る面）に設置された AP 間に見通しがある (LOS)状況に

おける 5GHz 帯の電波伝搬損失𝐿௧௧  (dB)の推定式（実
験式）は，次のように表される．  𝐿௧௧ = 20 logଵ𝑓+ 31 logଵ𝑑+ 147 logଵ ℎ − 104             (6)    ここで，       ｄ：送受信点間距離 (m)，LOS 状況，  

但し，実験データの範囲から  

        6.7m ≤𝑑≤ 58.5m      ℎ ：天井面と床面の間の距離 (m)，  

但し，実験データの範囲から             2.51m ≤ ℎ ≤ 2.95m       𝑓：送受信周波数 (MHz)，  
     但し，無線 LAN で運用する範囲から，            5150MHz ≤ 𝑓≤ 5725MHz 
 
 

（２）図 7 には，各 AP 間の電波伝搬によって測定さ
れた受信電力の実験データ（データ数 80）と測定諸元
から計算した式 (4)の右辺の値を，横軸に送受信の AP
間距離を 10 を底とする対数として，○印と×印で表示
した．○印は事務所 1 の環境における実験データ (デー
タ数 52)に基づき，×印は同 2 の環境における実験デ
ータ (データ数 28)に基づいている．実線は式 (5)の右辺，
即ち，式 (6)において右辺にある周波数項を左辺に移項
して，事務所 1 の環境におけるℎ＝2.95m とした場合
の推定値である．一点鎖線は，同様に，事務所 2 の環
境におけるℎ＝2.51m とした場合の推定値である．な
お，点線は，勧告 ITU-R P.1238 における屋内の電波伝
搬損失距離特性  の推定式 (1)において右辺にある周波
数項を左辺に移項した後の距離項の値（推定値）であ

る．  
 図 7 からは，屋内事務所環境の天井面（CL から見え
る面）に設置された AP 間に見通しがある (LOS)状況に
おける 5GHz 帯の電波伝搬損失を推定する際に，天井
面と床面の間の距離ℎは，屋内構造の違いの影響を表
現することに有用であると理解できる．  
 

 
図 7  AP 間（5GHz 帯，LOS 状況）の電波伝搬
損失の測定値 (〇印 (事務所 1 の場合，データ数
52，式 (4)右辺の値）,×印（事務所 2 の場合，デ
ータ数 28，式 (4)右辺の値））と，式 (5)右辺によ
る推定値（実線（事務所 1でℎ＝2.95mの場合），
一点鎖線（事務所 2 でℎ＝2.51m の場合）），及
び勧告 ITU-R P.1238 による推定値（点線，推定
式 (1)の距離項の値）  
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（３）式 (6)からは，天井面と床面の間の距離ℎが増加
すると，天井面（CL から見える面）に設置された AP 
間の電波伝搬損失も増加すると理解でき，そのことは

図 7 からもわかる．その定性的な理由としては，例え
ば，次の解釈もできるだろう．  
①天井面（CL から見える面）に設置された AP 間の伝
搬路は，概ね次の 3 つに分類できる．  
伝搬路 1:AP 間の直接波による伝搬路  
伝搬路 2:AP 間にある天井面で反射された反射波によ
る伝搬路  
伝搬路 3:AP 間にある床面で反射された反射波による
伝搬路  
②伝搬路 1 と 2 は，天井面と床面の間の距離ℎの変
化には依存しないと理解できるが，ℎの増加は伝搬路
3 の長さを長くするので，伝搬路 3 における伝搬損失
は増加すると理解できる．  
③それゆえ，天井面と床面の間の距離ℎが増加すると，
伝搬路 1,2,及び 3 の電波の合成波による受信電力𝑃  は
減少し，そして，式 (3)からわかるように，天井面（CL

から見える面）に設置された AP 間の電波伝搬損失𝐿 
は増加すると理解できる．厳密には，伝搬路 1,2,及び

3 の電波の位相状態によって合成波の受信電力𝑃  は
変動すると理解できるが，平均的には𝑃  は減少すると
推測した．  
④なお，理論的には，垂直偏波の電波が床面に入射し

た場合には反射係数が 0 になる Brewstar 角が存在する
[13]．そして，もしも入射角（床面に垂直な軸から傾斜
測定した垂直面内での電波の床面への到来角度）が

Brewstar 角より大きい状況では，入射角が減少すると
反射係数も減少して，反射波の強度は減少すると理解

できる [14]．実験 1 では，伝搬路 1 の長さは式 (6)にお

ける送受信点間距離ｄであるが，このｄが一定の場合， ℎが増加すると，伝搬路 3 では AP から送信された垂
直偏波の電波の床面への入射角は減少する．この入射

角が，実験 1 では，Brewstar 角より大きい状況であっ
たと推測もできる．  
 

3. 実験 2：屋内構造が異なる事務所環境におけ
る AP と CL 間の電波伝搬損失測定  

3.1. 実験目的  
屋内事務所環境の天井面（CL から見える面）に設置

された AP と ,机の高さ等，人の身長以下の高さに存在
する CL 間に見通しがある (LOS)状況における 5GHz 帯
の電波伝搬損失の推定式を実験的に導出する．その際

に，屋内構造の違いが影響するか否かを把握し，もし

も，影響ありならば，屋内構造の違いを考慮した電波

伝搬損失の推定式を実験的に導出する．  

3.2. 実験場所の環境  
2.2.節で述べた実験 1を実施した同じ実験場所（事

務所 1と同 2）で，実験 2も実施した．APは屋内事務

所環境の天井面（CLから見える面）に設置されている

が，一方，CLは床面からの高さが 0.71mの机上に存在

し，CLにおける外部アンテナコネクタの中心と床面と

の距離は 0.72mである．  

3.3. 実験方法  
（１）実験システムの構成  
実験 2 における実験システムの構成は，2.3.節（１）

で述べた実験 1 の実験システムと同じである．そして
実験 2 のシステムの構成では，CL が追加されている．
CL は，ノートタイプ型のパソコン（PC）ではなく，シ
スコシステムズ社製の無線 LAN の自律型 AP 製品の
AP1242AG に同社製の 5GHz 帯用ダイポールアンテナ
製品の ANT5135D-R を取り付けた機器である．ノート
型タイプの PC の場合，内蔵する無線 LAN 装置の送信
電力値，アンテナ利得，及びアンテナ放射パターンが

不明であり，実験 2 の目的には不向きである．一方，
AP1242AG と ANT5135D-R においては，送信電力値，
アンテナ利得，及びアンテナ放射パターンが具体的に

わかり，実験 2 の目的にはふさわしいので CL として
採用した．  
 そして，この CL が送信する 5GHz 帯の電波（ビー
コン波）を屋内事務所環境の天井面（CL から見える面）
に設置された AP で受信することで受信電力が測定さ
れて，AP と CL 間の電波伝搬損失を把握することが可
能となる．  
 なお，実験 2 における CL は AP として動作してい
るので，その CL の送信する電波が天井面（CL から見
える面）に設置された AP で受信された際には，無線
LAN コントローラは，自らのシステムで制御運用管理
していない他者が運用する管理外の AP（RogueAP と
呼ばれる）としてその CL を認識する．無線 LAN コン
トローラは，自ら制御運用管理する各 AP で受信でき
た RogueAP の受信電力を測定できるので，  RogueAP
として認識された実験 2 における CL の受信電力デー
タを利用して，AP と CL 間の電波伝搬損失を把握でき
る．  
（２）測定諸元  
実験 2 での測定諸元は，実験 1 での表 1 と同様であ

るが，表 2 には実験 2 で追加された，及び，変更され
た各測定諸元を示す．  
実験 2の視点は 5GHz帯で LOS 状況にある AP と CL

間の電波伝搬状況の把握である．AP と CL の各々にお
ける床面からの高さの違い，及び，AP と CL 間の水平
方向の距離によって，床面に対して垂直面内において，

AP と CL 間は斜めの電波伝搬路になる．従って，斜め  
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表 2 実験 2 での測定諸元，但し，実験 1 の測

定諸元に追加と変更された項目  
 

伝搬路の仰角に応じて AP と CL の各アンテナ利得は，
各アンテナの垂直面内放射パターンによって変化する  
ことになる．そこで，斜め伝搬路の仰角に応じた各ア

ンテナ利得値をメーカから公開されている各アンテナ

の垂直面内放射パターンの資料 [6],[15]から読み取っ
て利用した．  
なお，CL 位置が AP 設置位置の真下の場合，つまり

仰角 90 度の場合，アンテナ利得が急激に低下する状
況（アンテナの垂直面内放射パターンの Null の状況）
になるので，現実的に安定した状態の適切なアンテナ

利得値を読み取ることが困難であった．そこで，仰角

90 度の場合には，AP と CL 間の中間距離における第 1
フレネルゾーン半径を計算し，その第 1 フレネルゾー
ン半径をアンテナ位置から見込む角度におけるアンテ

ナ利得値をアンテナの垂直面内放射パターンから読み

取って利用した．  
（３）測定用電波を送信する CL と受信電力測定用の
AP 
事務所 1 においては ,測定用電波を送信する CL は，

図 1 の▲印で示された AP の真下に設置した．そして
CL から送信された電波の受信電力は，図 1 の▲印と
●印の両方の AP で測定した．  
事務所 2 においては ,測定用電波を送信する CL は，

図 3 の▲印で示された AP の真下，及び，AP の真下以
外の机上等の複数の場所にも設置した．そして CL か
ら送信された電波の受信電力は，図 3 の▲印の AP で
測定した．  
今回の実験では，各 AP-CL 間が LOS 状況にある場

合についてデータ解析を実施した . 
（４）各 AP-CL 間の電波伝搬による受信電力の測定
手順  
事務所 1 と事務所 2 の各々において，5GHz 帯の電

波を利用して，次の測定手順を実施した．  
(Step1)測定用電波を送信する CL の位置を 1 つ選定し
て CL を設置し，電波を送信する．  
(Step2)無線 LAN コントローラにおいて，CL から各 AP
に到来している電波の受信電力を，CLI コマンド "show 
rogue ap detailed 測定用電波を送信する CL の MAC ア
ドレス "[16]に対する応答結果の項目 Reported By を使
って記録する．  
(Step3)測定用電波を送信する CL の別の位置を 1 つ選
定して CL を設置し ,電波を送信する（測定用電波を送
信する CL のすべての選定位置で測定済みであれば，
測定を終了する）．  
(Step4)上記 (Step2)を実施する．  

3.4. （実験結果 2-1）実験データと測定諸元から計
算した屋内の AP-CL 間の電波伝搬損失の距
離に対する減衰係数𝑵と定数𝑪 
各 AP-CL間の電波伝搬によって測定された受信電力

の実験データ数は，事務所 1の環境では 45（送受信点

間距離ｄの範囲は，2.1mから 58.5m）に，事務所 2の

環境でも 45（同ｄの範囲は，1.6mから 22.8m）になり，

合計 90のデータ数となった．この合計 90の実験デー

タを式(4)の右辺に代入し，式(4)の左辺の logଵ𝑑につ
いての一次式で回帰すると，𝑁＝27.148,及び𝐶=－
31.672となった．また，決定係数は 0.674に，AICは

636.9となった．なお，実験 2においては AP-CL間の

電波伝搬状況になるので，式(4)の右辺の𝑃௧,G୲,G୰,及
び𝑃は次に示す意味になる．また，式(3)の𝐿は，次
に示す𝐿に置き換わる． 
 𝑃௧：CLの送信電力 (dBm) 

 𝐺௧：CLの送信アンテナ利得（受信用の AP方向）(dBi) 

 𝐺：受信用の APの受信アンテナ利得（送信用の CL方
向） (dBi) 

 𝑃：CLが送信する電波を受信用の APで受信する場合
に，その受信用の APにおける受信電力 (dBm) 

 𝐿：APと CL間の伝搬損失 (dB) 
 ここで，実験データの測定値と，式(4)の左辺にこれ

ら𝑁と𝐶を代入して計算した推定値との差である残差
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図 8 実験 2 での残差（＝測定値－推定値）．測
定値は 5GHz 帯，AP-CL 間が LOS 状況の場合，
推定値は式 (4)の左辺の推定式から計算の場合 
 

（＝測定値－推定値）の実験結果を図 8に示す．図 8

の縦軸は残差，横軸は実験データの番号である．横軸

は，番号 1から 45までの×印が事務所 2の環境にお

ける残差であり，番号 46から 90までの○印が事務所

1の環境における残差である．合計 90の実験データに 

ついて回帰しているので，当然に，合計 90の実験デー

タ数の全体としては，残差は 0dBを中心とした大小に

分散していることがわかる．しかしながら，×印で示

した事務所 2の環境（実験データ数 45）における残差

の平均値と，○印で示した事務所 1の環境（実験デー

タ数 45）における残差の平均値では，約 13dBの差が

あることもわかる．従って，式(4)の左辺の推定式では，

事務所 1と同 2の各環境の違いを適切に表現できてい

ないと理解できる.これは 2.5節で述べた実験 1の結

果と同じ状況である． 

 そこで，2.6節で考察して実験 1のデータ解析で新た

に採用した式(5)の重回帰モデルを，実験 2のデータ

解析でも採用し，その結果を次の 3.5節で示した．な

お，電波伝搬に関係するだろう事務所 1と同 2の各環

境の違いは，屋内構造の違いにあると考えて，天井面

と床面の間の距離ℎを新たな説明変数として採用し
たのが，式(5)の重回帰モデルである． 

3.5. （実験結果 2-2）屋内構造の違いを考慮した実
験データ（AP-CL 間の電波伝搬データ）の解析  

 3.4 節のデータ解析で利用した同じ実験データ（事
務所 1 と同 2 の環境で測定された合計 90 の実験デー
タ）を式 (4)の右辺に代入し，これと式 (5)に対して重回

 

図 9 実験 2 での残差（＝測定値－推定値）．測
定値は 5GHz 帯，AP-CL 間が LOS 状況の場合，
推定値は式 (5)の右辺の推定式から計算の場合  
 
帰分析を実施し，𝑁1＝35.503, 𝑁2＝－224.333, 及び𝐶＝
57.052 となった．また，決定係数は 0.921 であり，3.4
節で述べた式 (4)の左辺で単回帰した決定係数 0.674 よ
り大きくなった．さらに，AIC は 510.937 であり，3.4
節で述べた式 (4)の左辺で単回帰した AIC=636.9より小
さくなった．この決定係数と AIC の状況からは，説明
変数が 1 つの式 (4)の左辺の単回帰モデルより，説明変
数が 2つの式 (5)の右辺の重回帰モデルのほうが実験デ
ータを適切に表現していると理解できる．  
 ここで，実験データの測定値と，式 (5)の右辺にこれ
ら𝑁1, 𝑁2, 及び𝐶を代入して計算した推定値との差で
ある残差（＝測定値－推定値）の実験結果を図 9 に示
す．図 8 と同様に，図 9 の縦軸は残差，横軸は実験デ
ータの番号である．横軸は，番号 1 から 45 までの×印
が事務所 2 の環境における残差であり，番号 46 から
90 までの○印が事務所 1 の環境における残差である． 
 合計 90 の実験データについて重回帰しているので，
当然に，合計 90 の実験データ数の全体としては，残差
は 0dBを中心とした大小に分散していることがわかる．
また，図 8 とは異なり，図 9 では，×印で示した事務
所 2の環境（実験データ数 45）における残差の中心と，
○印で示した事務所 1 の環境（実験データ数 45）にお
ける残差の中心では，差がないこともわかる．そして，

×印のデータ番号 1 から 45 までの残差の平均値も，
○印のデータ番号 46 から 90 までの残差の平均値も，
各々0dB となっていることを別途確認した．  
 従って，天井面と床面の間の距離に着目することで，

屋内構造の違いを表現した式 (5)の重回帰モデルは，事
務所 1 と同 2 の環境で測定された AP-CL 間の電波伝
搬における実験データを適切に表現できることがわか

った．  

3.6. （考察）屋内構造の違いを考慮した AP-CL 間
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における電波伝搬損失の推定式  
（１）3.5 節の実験結果から，式 (5)の重回帰モデルは，
屋内構造の違いを考慮した AP-CL 間における電波伝
搬損失を推定することに貢献すると理解できる．  
 式 (5)の右辺の回帰された係数（𝑁1と𝑁2），及び定数
（𝐶）の桁数を勧告 ITU-R P.1238 に合わせ，周波数項
も考慮すると，屋内事務所環境の AP-CL 間に見通しが
ある (LOS)状況における 5GHz 帯の電波伝搬損失𝐿௧௧  (dB)の推定式（実験式）は，次のように表される． 𝐿௧௧ = 20 logଵ𝑓+ 36 logଵ𝑑− 224 logଵ ℎ + 57            (7) 

ここで，          ｄ：送受信点間距離 (m)，LOS 状況，  

       但し，実験データの範囲から                1.6m ≤ 𝑑≤ 58.5m         ℎ ：天井面と床面の間の距離 (m)，  

       但し，実験データの範囲から                2.51m ≤ ℎ ≤ 2.95m         𝑓：送受信周波数 (MHz), 

      但し，無線 LAN で運用する範囲から，              5150MHz ≤ 𝑓≤ 5725MHz 
（２）図 10 には，各 AP-CL 間の電波伝搬によって測
定された受信電力の実験データ（データ数 90）と測定
諸元から計算した式 (4)の右辺の値を，横軸に送受信の
AP-CL 間距離を 10 を底とする対数として，○印と×
印で表示した．○印は事務所 1 の環境における実験デ
ータ (データ数 45)に基づき，×印は同 2 の環境におけ
る実験データ (データ数 45)に基づいている．実線は式
(5)の右辺，即ち，式 (7)において右辺にある周波数項を
左辺に移項して，事務所 1 の環境におけるℎ＝2.95m
とした場合の推定値である．一点鎖線は，同様に，事

務所 2の環境におけるℎ＝2.51mとした場合の推定値
である．なお，点線は，勧告 ITU-R P.1238 における屋
内の電波伝搬損失距離特性  の推定式 (1)において右辺
にある周波数項を左辺に移項した後の距離項の値（推

定値）である．  
 図 10 からは，屋内事務所環境の AP-CL 間に見通し
がある (LOS)状況における 5GHz 帯の電波伝搬損失を
推定する際に，天井面と床面の間の距離ℎは屋内構造
の違いの影響を表現することに有用であると理解でき

る．  
 さらに図 10 からは，事務所 2 の環境では，AP-CL 間
に見通しがある (LOS)状況における 5GHz 帯の電波伝
搬損失は，勧告 ITU-R P.1238 によって推定された電波
伝搬損失に近い傾向があることもわかり興味深い．  

 

図 10  AP-CL 間（5GHz 帯，LOS 状況）の電波
伝搬損失の測定値 (〇印 (事務所 1 の場合，デー
タ数 45，式 (4)右辺の値） ,×印（事務所 2 の場
合，データ数 45，式 (4)右辺の値））と，式 (5)右
辺による推定値（実線（事務所 1 でℎ＝2.95m
の場合），一点鎖線（事務所 2 でℎ＝2.51m の
場合）），及び勧告 ITU-R P.1238 による推定値
（点線，推定式 (1)の距離項の値）  
 
（３）式 (7)からは，天井面と床面の間の距離ℎが増加
すると，AP-CL 間の電波伝搬損失が減少すると理解で
き，そのことは図 10 からもわかる．この特徴は，実験
1 の 2.8 節で考察した天井面（CL から見える面）に設
置された AP 間の電波伝搬損失の場合と，逆の特徴で
ある（実験 1 の結果では，ℎが増加すると，AP 間の
電波伝搬損失も増加していた）．実験 2 の結果に見ら
れる特徴，つまり，ℎが増加すると AP-CL 間の電波
伝搬損失が減少する理由は，定性的には，次の解釈も

できるだろう．  
①AP-CL 間の伝搬路は，概ね次の 3 つに分類できる． 
伝搬路 1:AP-CL 間の直接波による伝搬路  
伝搬路 2:AP-CL間にある天井面で反射された反射波に
よる伝搬路  
伝搬路 3:AP-CL間にある床面で反射された反射波によ
る伝搬路  
②例えば，伝搬路 1 の長さは，式 (7)における送受信点

間距離ｄであるが，天井面と床面の間の距離ℎが増加
すると，同じｄになるためには，CL から見た天井面に
設置された AP の仰角は大きくなる .実験 2 では，AP-
CL 間は LOS 状況を前提としているが，CL から見た天
井面に設置された AP の仰角が大きくなれば，さらに
良い LOS 状況となる．  



  
 

 12 

③それゆえ，天井面と床面の間の距離ℎが増加すると，
伝搬路 1,2,及び 3 の電波の合成波による受信電力 Pr は
増加し，そして，式 (3)からわかるように，AP-CL 間の

電波伝搬損失𝐿(3.4節で述べたように𝐿を𝐿に置
き換え)は減少すると理解できる．厳密には，伝搬路 1,2,
及び 3 の電波の位相状態によって合成波の受信電力 Pr

は変動すると理解できるが，平均的には𝑃は増加する
と推測した．  
④なお，理論的には，垂直偏波の電波が床面に入射し

た場合に，もしも入射角が Brewstar 角より小さい状況
では，入射角が減少すると反射係数は増加して，反射

波の強度は増加すると理解できる [14]．実験 2 では，
天井面と床面の間の距離ℎの増加に伴い，CL から見
た天井面に設置された AP の仰角が大きくなると，伝
搬路 2 と 3 では，CL から送信された垂直偏波の電波
の天井面への入射角と同床面への入射角は減少する．

この入射角が，実験 2 では，Brewstar 角より小さい状
況であったと推測もできる．  
 

4. まとめ  
 日常的に運用している無線 LAN システムを用いて，
5GHz 帯の見通しがある (LOS)状況における電波伝搬
状況を把握する実験を，屋内構造が異なる 2 つの事務
所環境において実施した．複数の AP 間で受信された
受信電力データ，及び，CL を RogueAP として認識し
て複数の APで受信された受信電力データから，AP間，
及び，AP-CL 間の電波伝搬損失を測定した．そして，
屋内事務所環境の天井面（CL から見える面）に設置さ
れた AP 間，及び，AP-CL 間の電波伝搬損失の推定式
を，屋内構造の違いを考慮して，実験的に導出した．  
（１）実験的に導出した電波伝搬損失の推定式におい

て，屋内構造の違いを表現するために，極力単純であ

り，汎用性がある（例えば，新たな拠点であっても情

報が入手しやすい）と考えられる天井面と床面の間の

距離を採用した．天井面と床面の間の距離は，推定式

において，屋内構造の違いを適切に表現できることを

確認できた．  
（２）本実験により導出された屋内事務所環境の天井

面（CL から見える面）に設置された AP 間，及び，AP-
CL 間における屋内構造の違いを考慮した電波伝搬損
失の推定式は，屋内における AP と CL 間の電波伝搬
損失距離特性の推定式を記述した勧告 ITU-R P.1238 を
補完する役割を果たせる．  
（３）従って，本実験により導出された屋内構造の違

いを考慮した電波伝搬損失の推定式は，各 AP 間の連
携・協調の検討（例えば IEEE802.11 ワーキンググルー
プの Task Group ax での検討 [17]），複数 AP 間の幹線を
無線中継して接続する方法の回線設計，AP-CL 間の回

線設計，AP における受信電力を利活用した CL 位置推
定 [18]の改善検討等に有用な知見となる．  
（４）今後の課題  
①本実験環境とは異なる屋内構造をもったエリアに

おいて，本実験で導出した推定式の有効性を検証評価

すること．  
②2.4GHz 帯における場合の実験的検討．  
③見通しがない（NLOS)状況における場合の実験的検
討．  
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